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 ご利用できる方  

利用できるのは、原則として市内に主たる事業所を有し、１年以上継続して同一事業

を営んでいる中小企業者で、税金・返還金（市の信用保証料助成制度を利用された方で、

早期完済後、信用保証協会から返戻された保証料）を完納している方です。また、許認

可が必要な事業については、その許認可を受けていなければなりません。 

*主たる事業所とは：事業活動が実質的に行われている場所 

   
【中小企業者の範囲】   

業   種 資本金(出資金) 常時使用する従業員数 

製造業、 

 映画･ビデオ製作･配給業 

 映画･ビデオサービス業 

 写真業、自動車整備業、機械修理業 

 歯科技工所、ソフトウェア業 

 情報処理サービス業  含む 

 

農林漁業のうちの保証対象業種 

鉱業（鉱業及び土石採取業） 

建設業、不動産業、ガス供給業 

運送倉庫業（物品預り･駐車場業を含む） 

損害保険代理業、生命保険媒介業 

  3億円以下 

300人以下 

 ゴム製品製造業（自動車･航空機用タイヤ、チューブ製造業

及び工業用ベルト製造業を除く。） 
900人以下 

卸 売 業   1億円以下 100人以下 

小 売 業 5,000万円以下 50人以下 

サービス業 (製造業中のサービス業及び旅館業を除く) 
5,000万円以下 

100人以下 

 旅館業 200人以下 

医業を主とする法人 ── 300人以下 

※資本金又は常時使用する従業員数のいずれかが該当すれば中小企業者となります。 

（大企業からの出資比率等により、中小企業とみなされない場合があります。） 

 

従業員数については、次のことにご注意ください。 

◇個人の場合：個人事業主及び個人事業主と生計を一にする（同居、別居を問わず） 

三親等内の親族は含みません｡ 

◇法人の場合：会社の役員は含みません。 

◇兼業、併営の場合：本店、支店、工場、営業所等の従業員の合計人数となります。 

◇臨時雇、パート等がいる場合： 

その名目にかかわらず、実質的に常雇い関係にあると認められる人及び営業日数の

概ね２分の１以上従事している人は従業員に含みます｡ 

※従業員数が資格要件制限数に接近している場合は、必要に応じ「賃金台帳」「給与所

得退職所得等の所得税徴収高計算書」「労働保険概算・確定保険料申告書」等により確

認させていただくことがあります。 
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射水市の融資制度一覧 

令和６年４月１日現在 

 
富山県小口事業資金 射水市中小企業振興資金 

一般枠 零細小口枠 振興資金 経営支援資金 経済変動対策枠 

対象者 

従業員２０人 

（商業・サービス業５

人。ただし、宿泊業・

娯楽業は20人）以下

の中小企業者 

 

※ＮＰＯ法人の場合、

従業員２０人（商業・

サービス業５人）以下

が対象 

従業員２０人 

（商業・サービス業５

人。ただし、宿泊業・

娯楽業は 20 人）以

下の中小企業者 

 

※ＮＰＯ法人は利用

不可（医業を主たる

事業とする者は除く） 

従業員２１人 

（商業・サービス業６

人。ただし、宿泊

業・娯楽業は21人）

以上の中小企業者 

 

※ＮＰＯ法人の場

合、従業員２１人 

（商業・サービス業６

人）以上が対象 

最近３か月の売上

が前年同期と比べ、

５％以上減少して 

いる中小企業者 

 

 

 

 

 

 

国のセーフティネット

保証５号と同要件 

業種指定なし 

 

 

 

 

 

 

 

資金使途 
運転資金 

設備資金 

運転資金 

設備資金 
運転資金 運転資金 

融資限度額 ２,０００万円 

保証協会の既保証

融資残高との合計で

２,０００万円 

２,０００万円 1,０００万円 ２,０００万円 

融資期間 

設備資金 

 ７年以内 

 

運転資金 

原則５年以内 

 

※最近の決算が連続

２期経常赤字で商工

会議所又は商工会の

経営指導を受けている

場合は７年 

（据置６か月以内） 

設備資金 

 ７年以内 

 

運転資金 

原則５年以内 

 

※最近の決算が連続

２期経常赤字で商工

会議所又は商工会の

経営指導を受けてい

る場合は７年 

（据置６か月以内） 

設備資金 

 ７年以内 

 

運転資金 

 原則５年以内 

 

※最近の決算が連続

２期経常赤字で商工

会議所等の経営指導

を受けている場合は

７年 

（据置６か月以内） 

５年以内 

（据置６か月以内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５年以内 

（据置６か月以内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融資利率 年１.８０％以内 年１.７５％以内 年１.８０％以内 年１.８０％以内 年１.６０％以内 

保証料率 0.6％ 0.7％ 1.05 ～ 0.35％ 1.05 ～ 0.35％ 1.05 ～ 0.35％ 

保証料補助率 4／5 4／5 2／3 2／3 全額 

保証人 
保証協会の 

定めによる 

保証協会の 

定めによる 

保証協会の 

定めによる 

保証協会の 

定めによる 

保証協会の 

定めによる 

担保 原則不要 不要 原則不要 必要に応じて 必要に応じて 

責任共有 有 無 有 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有 有 

その他 

必要書類 
   

売上減少等（経営支

援資金）認定書 

（様式第６号） 

 

 

経営支援資金(経済

変動対策枠)に係る

認定書(様式第6号

の 2―(1)、（2）のい

ずれか) 
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射水市中小企業振興資金 

設備投資促進資金 短期季節資金 創業者支援資金 
緊急経営改善資金 

(借換資金) 
災害対応資金 

対象者 

工場・店舗等の新増設

及び生産機械・事業用

車両等の導入を図る中

小企業者 

 

 

 

 

 

 

夏季若しくは年末等

一時的に資金を必

要とする中小企業者 

 

 

 

 

 

創業予定者、又は創

業 2 年未満の中小企

業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

最近３か月の売上高

が過去３年間のいず

れかの年の同期と比

べ、５％以上減少して

おり、借換えを行うこと

により経営の改善が期

待される者 

過去１年以内に市内

で発生した火災、震

災、風水害その他の

災害により自己の事業

用資産に被害を受け、

経営の安定に支障を

きたしていると認めら

れる中小企業者 

資金使途 

設備資金 

（設備投資に伴う 

運転資金） 

※運転資金のみは不可 

運転資金 
運転資金 

設備資金 

市中小企業振興資金

既往借入金残高の借

換資金 

運転資金 

設備資金 

融資限度額 

３,０００万円 

(うち運転資金は設備資

金の１/２以内、上限 

５００万円以内) 

５００万円 ２,０００万円 1,０００万円 ２,５００万円 

融資期間 

１０年以内 

（据置１年以内） 

 

 

 

 

 

５か月以内 

※実施の時期につい

ては、別途通知 

 

 

 

 

設備資金 

７年以内 

 

運転資金 

原則５年以内 

（据置１年以内） 

１０年以内 

（据置１年以内） 

 

 

 

 

 

１０年以内 

（据置１年以内） 

 

 

 

 

 
融資利率 年１.８０％以内 その都度決定 年１.２５％以内 年１.７０％以内 年１.６０％以内 

保証料率 1.05 ～ 0.35％ ― 

保証協会の保証を付

ける場合、保証協会

の定めによる 

1.05 ～ 0.35％ 

 

1.05 ～ 0.35％ 

保証料補助率 2／3 ― 2／3 4／5 全額 

保証人 
保証協会の 

定めによる 

金融機関の 

定めによる 

金融機関の 

定めによる 

保証協会の 

定めによる 

保証協会の 

定めによる 

担保 必要に応じて 
金融機関の 

定めによる 

金融機関の 

定めによる 
必要に応じて 

 

必要に応じて 

責任共有 有 有 ― 有 有 

その他  

必要書類 
  

創業者支援資金融資

事業計画書 

 （様式第１0号） 

 

 

緊急経営改善資金に

係る認定書 

（様式第7号） 

実施計画書 

（様式第8号） 

射水市の発行する「り

災証明書」又は「被災

届出証明書」  

  ＊様式は、射水市中小企業振興資金融資要綱に記載 

【利用できる金融機関】以下の市内の金融機関 

北陸銀行（但し、呉羽支店を含む）・富山銀行・北國銀行・富山第一銀行・ 

富山信用金庫・高岡信用金庫・新湊信用金庫（但し、中曽根支店含む）・ 

富山県信用組合・いみず野農業協同組合（但し、本店のみ） 
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提 出 書 類                  
市提出用（写しで可）の１部を提出すること。 

 ※保証協会提出用（原本）は市が交付する「あっせん依頼書」と共に保証協会へ 

ご提出ください。 

 

 種  類 備  考 

必
要
に
応
じ
て 

登記事項証明書 法人が申込む場合 

事業報告書等 ＮＰＯ法人が申込む場合、原則２期分 

許可証の写し 許可等が必要な業種の場合 

工事受注状況 建築関連の業種の場合 

見積書・売買契約書等の写し 設備資金を申込む場合 

風俗営業でない旨の宣誓書 
風俗営業飲食業 

(食事の提供を主とする飲食業を除く) 

資金繰表 短期一括返済、短期間に申込みが多い場合 

(指導機関から交付された) 

経営指導依頼書 

小口資金または振興資金の運転資金を 

５年を超える融資期間で申込む場合 

(指導機関から交付された） 

経営改善状況報告書兼経営指導依頼書 

上記により経営指導を受けた後、小口資金又は振興

資金の利用を申込む場合 

「事業者選択型経営者保証非提供制

度」要件確認書兼誓約書 

保証料率上乗せにより、経営者保証を提供しな

いことを選択する場合 

※上記のほか、申込案件の内容によっては、別途資料をお願いすることがあります。 

 種  類 備  考 

必 
 

須 

ご利用になる融資制度の申込書  

小口事業資金 富山県中小商工業小口事業資金あっせん申込書 

振興資金・経営支援資金・経営支

援資金（経済変動対策枠）・設備投資

促進資金・緊急経営改善資金・災害

対応資金 

射水市中小企業振興資金あっせん申込書 

創業者支援資金 射水市創業者支援資金あっせん申込書 

短期季節資金 射水市中小企業短期季節資金あっせん申込書 

個人情報の取扱いに関する同意書 
保証協会用(包括同意済みの場合は２回目以降省略可) 

射水市用 

信用保証委託申込書、保証人等明細 富山県信用保証協会 

申込人(企業)概要、信用保証依頼書 「保証申込関係書式セット一式」より 

印鑑登録証明書 写し可 

市税完納証明書 写し可 

金融機関取引状況 写し可 

確定申告書(写)等決算書 原則直近２期分 

保証料助成に係る委任状 原本(創業者支援資金・短期季節資金は不要) 
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 利用上の注意  

 貸付限度額及び利用口数 

 
◇小口事業資金、振興資金及び設備投資促進資金は、貸付限度額の範囲内で３口まで

利用できます。 

 経営支援資金、経営支援資金（経済変動対策枠）、緊急経営改善資金、創業者支援資

金、短期季節資金及び災害対応資金は各１口とします。 

◇従業員の増減等により、小口事業資金と振興資金を併用して利用することとなった 

 場合の貸付限度額は、その合計額とします。 

 また、利用口数は合わせて３口までとします。 

◇貸付残高が当初貸付額の２分の１以下になっている場合は、回収を条件に借換えが 

 可能です｡ただし、同一金融機関での扱いに限ります。 

 

 保証料の助成  

対象者：市内に主たる事業所を有する事業者で、射水市に納税義務があり、

かつ滞納のない方（完納証明書の発行を受けられる方） 

 
小口事業資金、県緊急経営改善資金（小口枠）及び中小企業振興資金（短期季節資

金を除く）の融資を受けられた方に対し、信用保証協会に支払った保証料の全額又は

一部を助成します。 

 

・令和６年４月１日以降保証承諾分から、上記融資（県緊急経営改善資金（小口枠）

及び創業者支援資金を除く）の市助成分については直接市から県信用保証協会へ支

払いますので、融資申込時に市に委任状（事業者から県信用保証協会へ保証料助成

に係る権限を委任する）を提出してください。 

 

・県緊急経営改善資金（小口枠）及び創業者支援資金については、事業者が申込時に

保証料を全額保証協会へ支払い、後日申請により市から事業者へ保証料の一部を助

成します。 

※市は保証料の把握ができないため、保証協会から決定通知があった場合は、速や

かに商工企業立地課へご連絡ください。申請には、信用保証料送金通知書又は信

用保証書の写しの添付が必要です｡ 

 

・早期完済し、信用保証協会から保証料の返戻を受けた場合は、市が助成した分につ

いて返還していただくことになります。返還がない場合、新たな融資や保証料・利

子助成申請を受けることができません。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 射水市産業経済部 

商工企業立地課商工労政係 

〒939-0292 射水市小島 703番地 

ＴＥＬ（0766）51-6675 

ＦＡＸ（0766）51-6690 
 


